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１．論文の概要 
 本論文は、山本直子君が慶應義塾大学大学院社会学研究科に博士学位請求論文（課程博士）
として提出したものである。本論文は、日本において外国人の社会統合のための理念として
普及している「多文化共生」に内在する問題性を明らかにし、それを乗り越える視点を提示
することを目的としている。 
2018年末の段階で、日本には270万人を超える在留外国人が住んでいる。そしてニューカ
マーと呼ばれる1980年代後半以降に来日した人々の子ども世代も増加している。なお本論
文では、日本生まれで両親のうち少なくとも一人が外国出身である者、および外国生まれで
あるが幼い頃に親に連れられて来日し日本社会で育った者を「第二世代」と定義している。
こうした第二世代の若者は必然的に、日本に育ち日本語を話しながら成長しつつ、各自の多
様な出自とのハイブリディティを有することになる。しかし「多文化共生」概念は、「日本
人」と「外国人」という本質主義的な二項対立の論理を前提としており、そこに問題が生じ
ているのではないか。山本君はそうした問題意識から、在日日系ブラジル人第二世代の若者
に注目しつつ、以下のふたつ問いに答えようとする。第一に、上述の二項対立的な前提に立
つ多文化共生施策は、日本の地域社会で暮らす第二世代の若者の存在を不可視化し、同化の
強制や排除をもたらしているのではないか。第二に、第二世代の若者はどのようにして、こ
の二項対立的な言説のネガティブな影響を乗り越えようとしているのか。山本君はこれら
の問いを、アレハンドロ・ポルテスの分節同化（segmented assimilation）理論を分析枠組と
しつつ、行政の施策、日本人住民の外国人に対する態度、在日日系ブラジル人第二世代の若
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者のネットワークとコミュニティ、そして第二世代の若者自身の経験や語りの考察を通じ
て明らかにしていく。 
本論文は、愛知県豊田市にある保見団地を主な調査地とした徹底したフィールドワーク
に基づく、豊富なデータに基づいた分析を行っていることに大きな特徴がある。調査期間は
７年間に及び、第二世代の若者19名を含むブラジル人住民のほか、自治体職員、市議会議員、
学校関係者、自治会役員など、多文化共生施策にさまざまな立場で関わる57名への聞き取り
を行っている。また保見団地内での２ヶ月間の住み込み調査、現地の公立学校の調査、在日
ブラジル大使館、地方自治体、NPO、在日ブラジル人キリスト教会といった場所での参与観
察が行われている。一次文書資料も含む、こうした徹底的な質的データの収集と分析により、
在日日系ブラジル人第二世代の若者の意識や、そこに影響する現実の解釈が試みられてい
る。 
 
２．論文の構成と各章の要旨 
 本論文の構成は以下の通りである。本文 A4 版 165 ページ、目次や文献リストを含めて
189ページと、博士論文として十分な分量である。 
 
序章 
1．研究の背景と目的 
2．主要概念の定義と調査対象者の設定 
2-1．概念の定義 
2-2．調査対象者の設定 
3．先行研究の検討 
3-1．多文化共生の理念とその変質 
3-2．本質主義的文化観の問題 
3-3．ハイブリディティ概念の可能性 
3-4．多文化共生とハイブリディティ 
4．分析の枠組み 
5．調査の方法と限界 
6．本論文の構成 
 
第一章：政府文書にみる多文化共生概念の展開 
1．「90年体制」による社会の変化と地域からの動き 
2．「第二次出入国管理基本計画」－社会統合という観点の芽生え 
3．「地域における多文化共生推進プラン」－日本語と生活の支援 
4．「グローバル戦略」－経済成長のための「多文化共生」という観点 
5．「『生活者としての外国人』に関する総合的対応策」－生活環境整備の責任 
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6．「日系定住外国人施策に関する基本指針」－福祉的観点の強化 
7．小括 
 
第二章：地域社会に浸透する多文化共生言説 
1．外国人集住地における多文化共生施策 
1-1．愛知県豊田市と保見団地 
1-2．保見団地への外国人の流入 
1-3．多文化共生の先進地域へ 
1-4． 公立小学校間での不均衡な外国籍児童の在籍状況 
2．地方行政に見られる多文化共生をめぐる言説 
2-1．梅田による市議会での提案 
2-2．多様性の許容限度 
2-3．日本語教育と非行・犯罪の結合と分離による強制的同化という解決策 
2-4.「差異」と「対等」に関する言説 
3．多文化共生をめぐる言説の多層性 
3-1．接触仮説 
3-2．子どもの学校生活に関係するレベルでの「共生」 
4．小括 
 
第三章：支援制度から生み出されるスティグマ 
1．支援のポジティブな側面 
1-1．子どもに対する支援 
1-2．親への支援 
1-3．子ども・家庭と社会をつなぐ役割 
1-4．発達障害の判断 
2．支援の制度的問題点 
2-1．資金・人材の不足 
2-2．人材教育の不足 
3．「支援」がもたらす弊害 
3-1．取り出し支援により生じる「学習の遅れ」 
3-2．「日本語支援」カテゴリーからの締め出し 
4．学校での二項対立構図の強化 
4-1．管理される第二世代の文化 
4-2．ハイブリディティの無効化 
5．小括 
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第四章：居住地・宗教・インターネットによるコミュニティとネットワーク 
1．居住地のエスニック・コミュニティ 
1-1．日本国内のブラジル人のエスニック・コミュニティ 
2-2．エスニック・コミュニティが持つ意味 
2．宗教コミュニティ 
2-1．在日ブラジル人の宗教 
2-2．結束型社会関係資本としての宗教コミュニティ 
2-3．従属的な立場からの解放 
3．トランスナショナルなネットワーク 
3-1．ブラジルとの日常的なつながり 
3-2．第二世代とヴァーチャルなコミュニティ 
3-3．インターネットを介した「移民の第二の人間像」の形成 
4．小括 
 
第五章：「グローバル人材」言説が与える新たな立ち位置 
1．在日日系ブラジル人の学力の低迷 
1-1．学力の低迷と逸脱行為への注目 
1-2．逸脱行為の背景にあるもの 
2．大学進学を果たすブラジル人第二世代の出現 
2-1．第二世代の戦術としての「白人」化 
2-2．「グローバル人材」の言説と英語 
2-3． 英語による戦略的な社会上昇 
3．「グローバル人材」言説の影 
4．小括 
 
終章 
1．本論文で明らかになったこと 
2．本論文の学術的貢献 
3．本論文の限界と今後の課題 
 
引用文献一覧 
 
以下、各章の内容を紹介する。まず序章では、上述した本論文の問題意識とその背景、分
析の枠組み、調査方法などが記述されている。続く第一章では、多文化共生の理念に言及し
た日本政府の主要な公式文書を題材に、多文化共生概念の論理が分析される。具体的に分析
されるのは、2000年に公表された「第二次出入国管理基本計画」、2006年 3月の「地域にお
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ける多文化共生推進プラン」、同年 5月の「グローバル戦略 2006」、7月の「経済財政運営と
構造改革に関する基本方針 2006」、12月の「『生活者としての外国人』に関する総合的対応
策」、そして 2011年の「日系定住外国人施策に関する基本指針」である。それらの分析から、
多文化共生施策が 1990年代以降のニューカマー外国人の急増を背景に、日本語や日本の文
化・慣習に不慣れな外国人を想定して形成されたことが明らかになる。なお 2000年代半ば
の政府文書では、外国人の人権や福祉を目的とした多文化共生と、グローバル化を背景とし
た経済成長や生産性の向上を目的とした多文化共生という二つの観点が混在していた。し
かし 2008年の経済危機以降、派遣雇用や非正規雇用といった不安定な労働条件で働いてい
た日系ブラジル人の多くが失業し生活困難に陥ったことから、社会的弱者としての外国人
に対する社会政策としての多文化共生という観点が強まっていった。一方、経済成長と生産
性の向上という観点は「グローバル人材育成」といった観点から教育政策に織り込まれてい
った。 
第二章では保見団地における事例から、こうした多文化共生言説の地域社会における受
容のされ方を考察する。まず、保見団地における外国人住民の集住の経緯と現状が紹介され
る。そして団地に隣接し、外国人児童が集中するふたつの公立小学校の状況を問題視する市
議会議員の主張やそれに対する行政の答弁、地域住民の見解が分析される。そこからは、外
国人が抱える問題は日本語能力の不足に起因しており、日本語教育によって解決可能であ
るという強い固定観念が観察される。それゆえ日本語の習得によって問題が解決すれば、日
本人と外国人を区別する必要はないという発想になる。そこには、「日本人」と「外国人」
の二項対立と日本人の優越性の自明視、日本人による外国人へのパターナリズム、そして同
化主義といった、多文化共生言説に含まれる論理が影響を与えている。 
第三章では、多文化共生をめぐる言説が公立学校における日系ブラジル人第二世代の若
者への支援に与える影響を明らかにする。こうした支援の現場では、予算、人材、研修機会
の不足といった制度的な課題が広く観察される。そこに同化主義やパターナリズムが影響
を与えることで、支援の実践は第二世代の若者を排除・周辺化する結果となりうる。すなわ
ち、「日本語がわからない外国人」を想定した支援は同化主義的な日本語習得を最優先する
結果、第二世代の生徒の教科学習の機会をかえって奪ってしまう。その結果として学力達成
できない生徒は「頭が悪い」とされ、「学習障がい」といったレッテルを貼り「日本語支援」
から「特別支援」のカテゴリーへと追いやられることすらある。また多文化共生に内在する
パターナリズムが教員と第二世代の生徒との関係性にも影響を与え、そこに日系ブラジル
人や外国人への偏見が作用することで、生徒に「非行」「不良」といったレッテルが貼られ
ることで、生徒が自尊心をもつことが難しくなる。こうして、支援の実践自体が、第二世代
の生徒を排除・周辺化してしまう。 
こうした同化主義やパターナリズムは、「日本人」と「外国人」の二項対立的理解を前提
としている。「日本人の血を引く、日本生まれ・日本育ちの外国人」である在日日系ブラジ
ル人第二世代の若者は、この二項対立に収まらないハイブリディティをもつはずだが、公立
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学校の生活のなかでは彼・彼女たちのハイブリディティは無効化されてしまう。子どもたち
に同質性を求める生活指導といった学校文化と、マイノリティの多様性を尊重する多文化
共生という二律背反する論理を両立させるためには、「外国人」としての差異を強調し、彼・
彼女らを他者化することで特別扱いを正当化するか、日系ブラジル人第二世代の若者の差
異を完全に無視し、「特別扱い」は良くないという平等観に基づき第二世代に同化を強いる
か、という二者択一の状況に陥ってしまうのである。 
第四章では、日系ブラジル人第二世代の若者にこうした同化・排除の圧力に抗う力を与え
うる、地域のエスニック・コミュニティ、宗教ネットワーク、そしてインターネットを介し
たトランスナショナルなコミュニケーションの機能が考察される。地域のエスニック・コミ
ュニティや宗教ネットワークは結束型社会関係資本として機能し、言語や文化の継承を通
じて第二世代の若者の自尊心を涵養する。しかし今日の日本では、外国人住民による地域コ
ミュニティの社会的承認や活動には多文化共生理念が不可欠であるため、そのネガティブ
な影響も受けざるを得ない。いっぽう、外国人住民による宗教ネットワークは地域の文脈か
ら切り離されているため、日本社会からの介入をあまり受けない。しかしその反面、閉鎖さ
れた空間となりがちである。ただし、近年急成長している在日ブラジル人のプロテスタン
ト系教会では、第二世代の若者による日本人との交流の動きがみられる。一方、インターネ
ットを介したトランスナショナルなコミュニケーションは、第二世代の若者の親の出身国
であるブラジルとのつながりを強め、自己のハイブリディティを確認したり強化したりす
る。それにより、先行研究が想定した一方的な「日本人化」ではなく、日本人らしさやブラ
ジル人らしさ、あるいはそれと関連するライフコースを彼・彼女らが選択的に選び取る可能
性を増大させている。 
第五章では、大学進学や大学院進学を果たす日系ブラジル人第二世代の若者に焦点を当
て、社会的上昇を可能にしている要因を分析した。彼・彼女らは、母語であるポルトガル語
に近いとされる英語の力を向上させて自己肯定感を高め、自らのハイブリディティを戦略
的に演出している。そうした戦略は、政府主導で強力に進められてきた「グローバル人材の
育成」をめぐる言説によって可能となる。すなわち、コミュニケーションのための英語を重
視する教育カリキュラムや、 AO入試のような受験制度の拡充によって、「日本文化を理解
し、異文化にも精通して 英語を話すグローバル人材」として自らのハイブリディティを演
出することで、スーパーグローバル大学に認定される有名大学に入学していく第二世代が
存在する。 
高校進学率でさえ依然として日本社会の平均より大幅に低い在日日系ブラジル人の親の
あいだでも、近年では社会的上昇のために子どもを大学進学させようとする機運が高まっ
ている。しかし実際には子どもたちの学力達成は依然として低く、大学進学者がある程度増
加したとはいえ、その大多数は社会的評価が低い大学に、多額の奨学金を借りながら進学し
ていく。その結果、大学卒業後の就職先は、主に工場労働者であった親の世代と大差はない。
一方、日本政府のグローバル人材育成施策は大学進学を望む第二世代の若者を公的に支援
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するものではなく、あくまで自助と自己責任を前提としている。 
それでも、グローバル人材という言説を活用して社会的上昇を果たそうとする日系ブラ
ジル人第二世代の若者の語りには、スティグマ化された「ニッケイ」から 「多文化に精通
したグローバル人材」へと自己規定を変えることで、従来の多文化共生言説が前提としてき
たパターナリズムや同化主義を乗り越えようとする契機が見出される。こうした方向性を
制度的にエンパワーメントしていく施策の重要性も、本章での考察からは示唆される。 
終章では、本論文での分析から得られた成果が整理され、その意義と今後の課題が示され
る。本論文の学術的貢献は以下のようにまとめられる。第一に、日本における社会統合理念
としての多文化共生の問題点として先行研究が示唆してきたパターナリズムと同化主義を、
質的データに基づいて実証的かつ多面的に検証したことである。その結果、地域社会や公立
学校で、多文化共生言説が日系ブラジル人第二世代の若者に与えるネガティブな影響を明
らかにした。そして、それが第二世代の若者が本来有するハイブリディティを無効化する作
用をもつことを示した。 
第二に、日系ブラジル人第二世代の若者をめぐるエスニック・コミュニティやネットワー
クのあり方を考察することで、従来の研究の知見とは異なる彼・彼女たちのブラジル文化と
の関わり方を明らかにした。すなわち、第二世代の若者は一方的に「日本人化」するのでは
なく、とりわけインターネットを通した日常的でトランスナショナルなネットワークを通
じてブラジル文化を主体的に選びとり、自己の人間像を形成している。そして、ブラジルと
のつながりやブラジル文化への志向を日本社会への統合や適応と両立させながら、ライフ
コースを模索している。 
 第三に、従来ほとんど見られなかった。有名大学への進学という教育達成を通じて社会的
上昇移動を果たそうとしている日系ブラジル人第二世代の若者の存在に注目し、まとまっ
た数の聞き取り調査を行った。そこからは、日本における「グローバル人材」言説を戦略的
に利用し、自己のハイブリディティをポジティブな意味に捉え直すという、彼・彼女らの主
体的な実践の可能性が示された。それは依然として限定的な事例であり、過剰な一般化には
慎重であるべきだが、それでもオルタナティブな多文化共生理念への新たな視座を拓くも
のである。 
 
３．論文の評価 
 本論文は日系ブラジル人の集住地区として知られる愛知県豊田市保見団地の住民・元住
民・行政・支援関係者等に対する、徹底的かつ多角的な聞き取りと長期間に及ぶフィールド
ワークに基づいて書かれている。保見団地は、急激に進んだ外国人の集住により日本人住民
との摩擦が 1990年代に顕在化して注目を集めたが、混乱が沈静化した 2000年代後半以後、
本格的な調査はあまり行われていない。それゆえ、本論文は 2010年代の保見団地の現況を
伝える貴重な研究である。しかも山本君は大学院に進学する以前、豊田市の職員として勤務
しており、そこで築いた人脈を活用し、市職員、スクールソーシャルワーカーなどの支援者、
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さらには市議会議員など、他の調査者ではアクセスしづらい人々への聞き取りに成功して
いる。また保見団地での住み込み調査も敢行し、団地内の日常の観察や多くの住民への聞き
取りも行っている。こうしたデータを駆使して書かれた本論文は、外国人集住地区の事例研
究として貴重なものである。 
 さらに本論文は、日本の多文化共生言説の批判的再検討を、こうした豊富な質的データを
もとに実証的に行ったという点で極めて独創的である。山本君が適切に指摘しているよう
に、従来の研究においても多文化共生言説のもつパターナリズム、同化主義、日本人と外国
人の二項対立的図式といった問題性は指摘されてきたが、それはあくまでも公的文書のテ
キストの解釈に基づく理論的示唆に留まってきた。それに対して本論文は、テキストに内在
するそうした論理が実際に現場での支援活動にどのような影響を与えているのか、そして
それが外国人住民の社会的編入にどのような帰結をもたらしているのかを、実証的な調査
によって明らかにした重要な研究である。山本君は、多文化共生言説が「日本人」と「日本
の文化・慣習に不慣れな外国人」という二項対立を内包しているがゆえに、同化主義やパタ
ーナリズムを作動させ、第二世代のハイブリディティを抑圧し、日本社会への同化を強いて
いることを、実証的に検証することに成功した。 
なお法務省は 2018年 12月 25日に、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」を
公表した。これは、本論文の第一章で考察された過去の多文化共生関連文書の内容を発展さ
せたものである。その内容は、本論文において示された多文化共生言説の問題点をそのまま
引き継いでしまっている。執筆時期との兼ね合いで、この文書に関する分析は行われていな
いが、このことも山本君の本論文での分析の確かさを証明している。 
 ただし本論文の価値は、多文化共生言説の批判的考察に留まるものではない。こうした問
題性を乗り越える新たな多文化共生理念のあり方を、日系ブラジル人第二世代の若者の視
点から描き出している。第二世代の若者は居住コミュニティ、宗教コミュニティやトランス
ナショナルなネットワークを通じて、自らのハイブリディティの主体的に意味づけようと
している。さらに、日本政府が強調する「グローバル人材」の言説を戦略的に活用して社会
的上昇を果たそうとする者が一部に出現している。山本君は、こうした彼・彼女らの取り組
みをエンパワーメントしていく制度が必要であることを指摘している。 
 第五章において、有名大学に進学した日系ブラジル人第二世代の若者に焦点を当て、まと
まった数の聞き取り調査を行っている点も特徴的である。山本君も述べているように、日系
ブラジル人の若者の高校進学率は依然として低く、ましてや大学進学者の数は少ない。とり
わけ、スーパーグローバル大学事業に採択される水準の大学に進学する者は極めて少数で
あり、そうした人々に注目した研究もほとんどない。その意味で、この章での分析は先駆的
な試みとして大いに評価できる。もちろん、山本君も本章での分析をもって在日日系ブラジ
ル人第二世代全体の学力達成が向上していると主張しているわけではない。特定の成功事
例を過度に強調することの問題性についても山本君は十分認識しており、日系ブラジル人
の親たちのあいだに広がる、子どもをとにかく大学に進学させようとする風潮に対して一
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定の距離を置いた考察を行っている。 
 ところで本論文で考察された、パターナリズムや同化主義が学校現場において移民の若
者にもたらすネガティブな影響の事例は、白豪主義・同化政策から多文化主義政策に移行し
て間もないオーストラリア社会においても観察されたものであった。その意味で、本研究は
国内の視点に限定されがちな日本の多文化共生に関する社会学的研究を、国際比較へと拓
いていく可能性をもっている。本論文自体では国際比較は行われていないが、公開審査の際
に、山本君も今後の研究の方向性として国際比較調査の計画に言及しており、今後の研究の
展開に期待したい。 
このように、本論文は質的調査による実証研究としても、その理論的な含意のうえでも、
大いに評価できるものである。しかし、本論文には次のような問題点や課題も見出せる。ま
ず、機縁法によって調査対象者を選定しているが、この手法が不可避にもたらす対象者の偏
りに留意し、分析をさらに工夫するべきであった。また調査地は日本で有数の日系ブラジル
人エスニック・コミュニティであると同時に、グローバル企業であるトヨタの企業城下町で
もある。後者の観点から、調査で得られた知見をどう敷衍しうるか、さらに丁寧な論述がほ
しかった。そして、本論文の中心的な課題のひとつである「ハイブリディティ」概念は、必
ずしも切れ味がよい分析枠組みとなっていない。在日日系ブラジル人自体が多様化してい
くなかで、その第二世代のハイブリディティとはいかなるものか、より一層踏み込んだ定式
化と分析が可能であっただろう。また第四章のエスニック・コミュニティとトランスナショ
ナル・ネットワークの分析は、その他の章と関連するものの、やや異なった主題を扱ってお
り、論文全体に円滑に組み込むための構成上の工夫がもう少しできたかもしれない。 
 ところで、本論文は、「日本人」と「外国人」の二項対立を内包した多文化共生言説が今
日の日本社会で再生産され続けていることを示した。それに関連して、近年の外国人住民支
援において日本語教育が重視される一方、母語・母文化教育の保障の取り組みが大幅に遅れ
ているはなぜなのか。これは重要な論点であり、今後の課題である。同様に、多文化共生言
説に内包される同化主義の評価についても、社会に適応するための日本語習得をどのよう
に評価するか、議論を深める必要があるだろう。 
  
４．結論 
 本論文は現在日本における日系ブラジル人第二世代の若者の直面する現実に、日本有数
の外国人集住地域での綿密な調査から接近し、多文化共生言説のもつ問題性を批判的に検
証した労作である。そして、そうした問題性を乗り越える方向性を模索したという点で、実
践的な意義も兼ね備えている。そうした実証的・理論的・実践的な意義は大いに評価できる
が、実証的な緻密さと理論的な鋭さの両立という困難な目標に挑戦したがゆえに、細部にお
ける課題も見られることは確かである。しかし、それらは本論文が高い目標を掲げ、そこに
ある程度到達したからこそ生じたものであり、本論文で示された山本君の研究者としての
力量をもってすれば、近い将来に十分に乗り越えることができると考えられる。 
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大学院進学以後に経験した二度の出産を含め、三児の養育をし、なおかつ、複数の大学で
の非常勤講師をしっかりと務めながら、これだけ高水準の博士論文を課程博士の期間内に
完成させることができたのは、山本君の研究者・フィールドワーカーとしての能力の高さだ
けではなく、その意思の強さ、自己管理能力の確かさの証である。公開審査ではプレゼンテ
ーション能力の高さも示され、副査や傍聴者からの厳しい質問に的確に応答し、今後の研究
計画についての意欲的な展望も伺えた。本論文の提出をひとつのステップに、山本君は日本
の社会学・移民研究を担う若手研究者として、順調に成長していくであろう。 
結論として審査者一同は、山本直子君が提出したこの論文が、博士（社会学・慶應義塾大
学）の学位を授与されるのにふさわしいと評価し、ここに報告する次第である。 
 
以上 
